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議案甲第１４号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、同

条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法等の一部改正に伴い、多久市税条例の一部を改正する条例を専決処

分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市税条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分する。 

 

 

   令和６年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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別紙    

 

   多久市税条例の一部を改正する条例 

 

 多久市税条例（昭和２９年多久市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

  

 第５１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を

加える。 

  ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

 第５１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改める。 

 第７１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を

加える。 

  ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当

することが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める

場合は、この限りでない。 

 第７１条第３項中「によって、」を「により」に、「においては」を「には」

に改める。 

 第１３９条の３第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただ

し書を加える。 

  ただし、市長が、当該者が所有又は取得する土地が同項各号のいずれかに

該当することが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要がある

と認める場合は、この限りでない。 

 第１３９条の３第３項中「によって」を「により」に改める。 

附則第５条の次に次の１条を加える。 

 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第５条の２ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規
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定する特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）があ

る場合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合

には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。

以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）について、令和５

年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額とし

て、この条例の規定を適用することができる。この場合において、第３４条

の２の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和

７年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌

年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額

が生じた年において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係

る損失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第

４８条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定す

る資産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以

後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分

の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生

じた年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定に

よる申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定

申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由がある

と市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

 附則第６条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改め

る。 

 附則第７条の４の次に次の４条を加える。 

 （令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及
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び第５項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特別

税額控除額を、前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納

税義務者（次条及び附則第７条の７において「特別税額控除対象納税義務者」

という。）の第３４条の３、第３４条の６から第３４条の９まで、附則第５

条第２項、附則第７条第１項、附則第７条の３の２第１項、前条及び附則第

９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２項、第４７条の５

第１項及び前条の規定の適用については、第３４条の７第２項及び前条中「附

則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第

６項」と、第４７条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第７条の５第

１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年中」と

あるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」と、

「、前々年中」とあるのは「、附則第７条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における前々年中」とする。 

 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書

に記載すべき各納期の納付額については、第４１条の規定にかかわらず、次

に定めるところによる。 

 (１) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出さ

れる普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の

規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の県

民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以下

この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」

という。）からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に

係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控

除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人
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の住民税の額を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分

割金額」という。）に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額（以

下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、当

該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第４０条第１項に規定す

る第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項において「第１期納

期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれ

ぞれの納期においてはその者の分割金額とする。 

 (２) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分

金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知

書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはないものとし、

第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項に

おいて「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額とそ

の者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額を控除した額とし、第４０条第１項に規定する第３期の

納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び同条第１項に

規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という。）

においてはその者の分割金額とする。 

 (３) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上で

あり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得

た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものとし、

第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を

乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る
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特別税額控除額を控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割

金額とする。 

 (４) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た

金額との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはない

ものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民税

の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税

の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４７条第１項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の

規定により普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定は、

適用しない。 

 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第７条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４７条の２第１項の規定

により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人

の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」とい

う。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次に定めるとこ

ろによる。 

 (１) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額（附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場

合に算出される第４７条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係

る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以

下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額」という。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）

からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した

額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民税に係
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る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額

控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をい

う。以下この号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号にお

いて同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第

２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において

「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期及び第２

期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係

る個人の市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）

並びに第４７条の３に規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際、

特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の

市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対象税額」とい

う。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、第２期納期においてはその者の第２期分金額に相当する税額、

当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間にお

いてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を３

で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当

該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に２を

乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民

税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「１０月

分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３

１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (２) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特
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別税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はない

ものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第２

期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する

年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分

金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (３) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計

額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及

びその者の１０月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額は

ないものとし、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及

びその者の１０月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月

１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

 (４) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその

者の１０月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、

その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月

１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額、

その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の
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合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (５) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者

の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普

通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並

びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日まで

の間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの

間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に

相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収

すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市

民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定め

るところによる。 

 (１) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税

の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第４７条

の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をい

う。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に１

００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項に

おいて「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税

額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当す
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る金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない場

合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日

から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額からその者

の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (２) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０

月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収

対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月

３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額と

の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの

間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (３) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以

上である場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の

１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものとし、

同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４７条の５

第２項の規定により読み替えられた第４７条の２第１項に規定する年金

所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収

すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４７条の６第１項の規定の適用があ



 12 

る場合については、前各項の規定は、適用しない。 

 （令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３項

及び第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分特

別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第３

４条の３、第３４条の６から第３４条の９まで、附則第５条第２項、附則第

７条第１項、附則第７条の３の２第１項、附則第７条の４及び附則第９条の

２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

 附則第８条第２項中「前条」を「附則第７条の４」に改め、同条第３項中「第

３４条の９第１項」の次に「、附則第７条の５第１項及び前条」を加え、「同

項中」を「第３４条の９第１項中」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、

「とする」を「と、附則第７条の５第１項中「前条及び」とあるのは「前条、

附則第８条第２項及び」と、前条中「附則第７条の４及び」とあるのは「附則

第７条の４、次条第２項及び」とする」に改める。 

 附則第１０条の２第１４項を削り、同条第１３項中「附則第１５条第２５項

第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め、同項を同条第１４項

とし、同条第１２項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第

２５項第４号ロ」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第

１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第４号イ」に改め、同項

を同条第１２項とし、同条第１０項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附

則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項

中「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に

改め、同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第１５条第２５項第２号

イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同項を同条第９項とし、同

条第７項の次に次の１項を加える。 

８ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は、７分の６とする。 

 附則第１０条の２第１５項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第

３２項」に改め、同条第１６項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条
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第４２項」に改める。 

 附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第７

条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１４項とし、同

条第１２項中「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改

め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第７条第１１項各号」を

「附則第７条第１２項各号」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１０項

中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第１１項各号」に改め、同項を

同条第１１項とし、同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第

１０項各号」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第７条第

８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第９項とし、同条

中第７項を第８項とし、第３項から第６項までを１項ずつ繰り下げ、同条第２

項の次に次の１項を加える。 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合におい

ても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）

第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、

当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に規定する

要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項

又は第２項の規定を適用することができる。 

 附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改める。 

 附則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度

又は令和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を

「令和７年度分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土

地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似

適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改める。 

 附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」
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を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度

分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削り、同条第

２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和

８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令

和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

 附則第１２条の２の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６

年度から令和８年度まで」に改め、同条中「（令和３年法律第７号）附則第１

４条」を「（令和６年法律第４号）附則第２１条」に、「令和３年度から令和

５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

 附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令

和６年度から令和８年度まで」に改め、「。以下この項において同じ。」及び

「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準

額）」を削る。                            

 附則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９

年３月３１日」に改める。 

 附則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第１７条第３項に次の１号を加える。 
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 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１７条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 附則第１８条第５項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 附則第１９条第２項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 附則第２０条第２項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 附則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 
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 附則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

 (５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の３第３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の多久市税条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税

について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地

方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」とい

う。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第

１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保

育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 
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議案甲第１５号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法施行令の一部改正に伴い、多久市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例を専決処分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処

分する。 

 

 

   令和６年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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別紙 

 

   多久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 多久市国民健康保険税条例（昭和２９年多久市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

 第２１条中「２２万円」を「２４万円」に改め、同条第２号中「２９万円」

を「２９万５千円」に改め、同条第３号中「５３万５千円」を「５４万５千円」

に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の多久市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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議案甲第１６号 

 

多久市職員の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （多久市職員の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 多久市職員の旅費に関する条例（昭和６３年多久市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

 

  別表第１金額の欄中「１０，９００円」を「１３，１００円」に改める。 

 

 （多久市議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部改正） 

第２条 多久市議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例（昭和３３年多久

市条例第１２号）の一部を次のように改める。 

 

  別表宿泊料の欄中「１３，１００円」を「１４，８００円」に改める。 

 

 （多久市各種委員等の報酬及び費用弁償支給条例の一部改正） 

第３条 多久市各種委員等の報酬及び費用弁償支給条例（昭和３３年多久市条

例第１３号）の一部を次のように改める。 

 

  別表第１宿泊料の欄中「１３，１００円」を「１４，８００円」に改める。 

  別表第２宿泊料の欄中「１０，９００円」を「１３，１００円」に改める。 

 

 （市長及び副市長の諸給与条例の一部改正） 

第４条 市長及び副市長の諸給与条例（昭和２９年多久市条例第５１号）の一

部を次のように改める。 

 

  別表宿泊料の欄中「１３，１００円」を「１４，８００円」に改める。 
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 （多久市教育長の諸給与及び勤務条件に関する条例の一部改正） 

第５条 多久市教育長の諸給与及び勤務条件に関する条例（昭和２９年多久市

条例第５２号）の一部を次のように改める。 

 

  別表宿泊料の欄中「１３，１００円」を「１４，８００円」に改める。 

 

 （多久市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第６条 多久市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４２

年多久市条例第１４号）の一部を次のように改める。 

 

  別表宿泊料の欄中「１３，１００円」を「１４，８００円」に、「１０，

９００円」を「１３，１００円」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

職員等の旅費における宿泊料について改定を行うため、条例の一部を改正す

る必要がある。 
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議案甲第１７号 

 

   多久市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子  

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部  

を改正する条例  

 

 多久市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年多久市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２３条中「掲示しなければならない」を「掲示するとともに、電気通信回

線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的とし

て公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に

該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例に

よる改正後の多久市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例第２３条の規定

の適用については、同条中「掲示するとともに」とあるのは「掲示しなけれ

ばならないほか」と、「供しなければ」とあるのは「供するよう努めなけれ

ば」とする。 

 

 

 上記の議案を提出する。 
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   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 施設等の運営に関する基準の見直しに伴い、条例の一部を改正する必要があ

る。 
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議案甲第１８号 

 

   多久市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条  

例の一部を改正する条例  

 

 多久市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年多久市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２９条第２項第３号中「おおむね２０人につき１人」を「おおむね１５人

につき１人」に改め、同項第４号中「おおむね３０人につき１人」を「おおむ

ね２５人につき１人」に改める。  

 第３１条第２項第３号中「おおむね２０人につき１人」を「おおむね１５人

につき１人」に改め、同項第４号中「おおむね３０人につき１人」を「おおむ

ね２５人につき１人」に改める。  

 第４４条第２項第３号中「おおむね２０人につき１人」を「おおむね１５人

につき１人」に改め、同項第４号中「おおむね３０人につき１人」を「おおむ

ね２５人につき１人」に改める。  

 第４７条第２項第３号中「おおむね２０人につき１人」を「おおむね１５人

につき１人」に改め、同項第４号中「おおむね３０人につき１人」を「おおむ

ね２５人につき１人」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和６年６月３日 
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                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の見直しに伴い、条例の一部

を改正する必要がある。 
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議案甲第１９号 

 

多久市企業立地促進特区指定に係る奨励に関する条例の一部を改 

正する条例 

 

多久市企業立地促進特区指定に係る奨励に関する条例（平成１７年多久市条

例第２１号）の一部を次のように改正する。    

 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則

に次の１項を加える。 

（奨励措置の特例） 

２ 当分の間、第５次多久市総合計画に記載している長崎自動車道多久インタ

ーチェンジの利便性や県央かつ九州北西部の中央という立地条件を生かして、

市内に新設又は増設を目的に市と立地に係る協定の締結を行い、当該締結日

から２年（２年以内に操業を開始できない合理的な理由がある場合は、市長

が別に定める期間）以内に操業を開始した者で、対象施設（佐賀県企業立地

の促進に関する条例施行規則（平成１７年佐賀県規則第１５号）第４条に規

定する対象施設をいう。以下同じ。）における操業が１０年以上継続するこ

とが見込まれ、かつ、次の表の左欄に掲げる対象事業の区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に掲げる要件に該当する場合は、この条例の規定にかかわらず、

特例対象者とみなす。この場合において、当該特例対象者が地域経済牽引事

業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第

４０号）第１３条第１項に規定する地域経済牽引事業を行おうとする者であ

るときは、同条第４項に規定する地域経済牽引事業計画の承認を受けていな

ければならない。 

対象事業 要件 

製造業 １ 新たに土地を取得し、又は賃借し

て対象施設を設置する場合（市内に
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既に対象施設を有する者にあって

は、当該対象施設を事業の用に供し

たまま、新たに土地を取得し、又は

賃借して対象施設を設置する場合に

限る。）は、対象施設に係る投資額

（佐賀県企業立地の促進に関する条

例施行規則第２条第６号に規定する

投資額をいう。以下「投資額」とい

う。）が２億円以上であり、かつ、

新規地元雇用者（佐賀県企業立地の

促進に関する条例施行規則第６条に

規定する新規地元雇用者をいう。以

下「新規地元雇用者」という。）が

５人以上であること。 

２ 上記以外の場合（市内に既に対象

施設を有する者にあっては、当該対

象施設を事業の用に供したまま、新

たに対象施設を設置する場合に限

る。）は、対象施設に係る投資額が

５億円以上であり、かつ、新規地元

雇用者が５人以上であること。 

道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、

卸売業 

１ 新たに土地を取得し、又は賃借し

て対象施設を設置する場合（市内に

既に対象施設を有する者にあって

は、当該対象施設を事業の用に供し

たまま、新たに土地を取得し、又は

賃借して対象施設を設置する場合に

限る。）は、対象施設に係る投資額
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が１０億円以上であり、かつ、新規

地元雇用者が５人以上であること。 

２ 上記以外の場合（市内に既に対象

施設を有する者にあっては、当該対

象施設を事業の用に供したまま、新

たに対象施設を設置する場合に限

る。）は、対象施設に係る投資額が

２０億円以上であり、かつ、新規地

元雇用者が５人以上であること。 

ビジネス支援サービス業（インタ

ーネット付随サービス業、デジタル

コンテンツ業（デジタル技術を活用

して、コンテンツ（コンテンツの創

造、保護及び活用の促進に関する法

律（平成１６年法律第８１号）第２

条第１項に規定するコンテンツ）を

制作する事業）、ソフトウェア業、

情報処理・提供サービス業、バック

オフィス（企業の総務、人事、経理

その他の管理業務、書類の収受及び

発送、データ入力その他の事務業務

又は電話、インターネット等を通じ

た相談、案内、調査、受発注等のサ

ービスに関する業務を集約的に行う

ものをいう。以下この項において同

じ。）を運営する事業、機械設計業、

商品検査業、非破壊検査業及び研究

開発支援検査分析業（製造業者、研

 新規地元雇用者が３人以上（バック

オフィスを運営する事業にあっては、

１０人以上）であること。 
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究機関等が研究開発を行う際に必要

とする支援業務（各種検査・分析、

試料等の試作を受託に基づき提供す

る業務）を営む事業）） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行日前に事業所等を新設又は増設した者に係る多久市企業立

地促進特区指定に係る奨励に関する条例による奨励措置については、なお従

前の例による。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 佐賀県企業立地の促進に関する条例施行規則の見直しに伴い、条例の一部を

改正する必要がある。 
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議案甲第２０号 

 

   佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の変更について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、

佐賀県後期高齢者医療広域連合規約を別紙のとおり変更することについて協議

したいので、同法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求める。  

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

令和６年６月３日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由）  

 佐賀県後期高齢者医療広域連合規約を変更する必要があるので、この案を提

出する。  
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別紙  

 

佐賀県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約  

 

 佐賀県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月２３日佐賀県指令１８

市町村第０１００１２号）の一部を次のように変更する。  

 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。  

 

附 則  

この規約は、令和６年１２月２日から施行する。  
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議案乙第１８号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和５度多久市一般会計補正予算（第１２号）について、次のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 令和５年度多久市一般会計補正予算（第１２号）を専決処分したので、承認

を求める必要がある。 
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専決第４号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和５年度多久市一般会計補正予算（第１２号）について、別冊のとおり専決処

分する。 

 

 

   令和６年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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報告第１号 

 

   令和５年度多久市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について    

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和５年度多久市一般会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を繰

り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第２号 

 

   令和５年度多久市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定に基づ

き、令和５年度多久市下水道事業会計予算の一部を繰り越したので、同条第３

項の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第３号 

 

   令和５年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和５年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第４号 

 

   令和６年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和６年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第５号 

 

   令和５年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和５年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第６号 

 

   令和６年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和６年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第７号 

 

   令和５年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び

決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和５年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び決算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第８号 

 

   令和６年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び

予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和６年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び予算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和６年６月３日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

 


